
厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業） 

総括研究報告書 

認知症診断後支援の総合的・学際的研究 

研究代表者  

研究代表者　岡村毅 東京都健康長寿医療センター研究所 研究副部長 

研究分担者　飯塚あい 東京都健康長寿医療センター研究所 研究員 

研究分担者　山下真里 東京都健康長寿医療センター研究所 研究員 

研究要旨 

認知症基本法は、認知症と共に生きる人が希望と尊厳をもって地域で暮らしていける共生社会の構

築を目標に掲げている。本研究を貫く哲学は『認知症基本法に基づく新しい時代に、医療が認知症と診

断された後に、人々の幸福の為できることを探求し、実装する』というものである。 

初年度は、認知症疾患医療センター、認知症サポート医、高度先進医療の現場、本人ミーティング、

家族、の 5 つの領域において調査を行い、以下のような成果を上げている。 

１） 認知症疾患医療センターにおける診断後支援の実態に関する研究

診断後支援のうち、医療・介護に関する領域は実装される一方で、「就労支援」「経済的支援」

「権利擁護」といったより社会的な支援に関する実装は低い。地域の支援主体への情報提供な

どは行われているが「認知症カフェ」や「ピアサポートミーティング」「家族会の開催」など、

医療機関が主体的に運営する活動は限られる。「共生」をミッションとするセンター群は、他

のセンター群と比較して、診断後支援全般にわたり実施率が有意に高い。 

２） 本人ミーティングを通じた認知症当事者の回復に関する研究

本人ミーティングは【認知症の受容と意識の変化】、【対人交流の積極性の変化】を促進する。

参加を重ねるにつれて、認知症の受容が進み、対人交流が積極的になるなど前向きな変化が見

られた。認知症の当事者がファシリテーターを担うことが鍵であった。 

３） 医療機関における診断後支援の実態調査

先進医療の現場は、抗 Aβ抗体により大きく変貌している。加えて EU・米国は実装からは遠

く我が国が最先端である。抗 Aβ抗体により認知症と共に「長く」生きる人がさらに増えるこ

とが予想されるが、いかに QOL を測定し、治療にどのように生かしていくのかという研究は

日本でしかできない。このためのプロトコルが作成され、エントリーが始まった段階である。 

４） 認知症サポート医調査（東京都東北の比較）

東京の認知症サポート医は困難事例に関して認知症疾患医療センターや地域包括支援セン

ターとの連携を行っているが、東北では地理的条件から十分に行えていない可能性がある。ま

た死に関することを話題にすることの心理的抵抗は東京よりも東北が高いことが分かった。 

５） 認知症診断後の家族支援の現状と課題

 違和感を覚えてから確定診断に至るまで平均 12.2 カ月を要した。診断直後に家族が求めた情

報は「介護保険申請手続」「介護保険サービス利用」「認知症への対応」が多く、診断時点にお

ける介護生活に関する情報提供の必要性が示唆された。 
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前提 

➢ 日本社会の高齢化（高齢化

率 40％へ）

➢ 認知症の人の増加（10 人に

1人が認知症/MCIをもつ）

➢ 認知症の人を支える家族や

地域の弱体化

➢ 抗Aβ抗体の実装

➢ より早期からの診断が可能

になる

気づき 診断 ケア

空白の期間の概念図 

空白期間① 

早期診断により短くなる 

空白期間② 

長くなる 

診断後支援が極めて重要 診断後支援が提供できないのであれば、診断を

奨めない（国際アルツハイマー病協会．2022年） 

本事業の目的 

1. 日本の診断後支援の現状について調査しデータを得る

2. 様々な診断後支援の効果を研究する

3. 自治体等が参照できる分かりやすいマニュアルを作る
*行政（板橋区梨木氏）、強力な支援者（若年性認知症支援総合支援センター来島氏）、教育機

関（慈恵品川准教授）、地域医療の要（内門医師）、人文（野村教授）も参画した

① 全国調査

認知症疾患医療センターの全国調査を行い、現在の診断支援の「できているところ」「できてい

ないところ」が分かった。また診断後支援を強力に行っている医療機関の特徴が分かった。 

【2年目に向けて】 

認知症疾患医療センターのうち、特に熱心に行っている機関に対して、深掘り調査を行う 

初年度行ったこと 

② 効果の評価

1) 本人ミーティングの分析を行い「認知症を持つ人がファシリテートもすること」が重要だと分

かった

2) かかりつけ医が主体のサポート医の調査を行い、医療連携の現状を把握した

3) 抗体医療の現場での診断後支援の調査のプロトコルを作り患者エントリーが始まった

4) 家族の体験を分析するための調査を実施し、データを得た

5) 家族は診断時から介護保険の情報を欲しがっていた。なお空白の期間は12か月である。

【2年目に向けて】

引き続き様々な診断後支援の効果を把握する。海外事例の調査を行う。

③ マニュアル作成

この項目は2年目に準備、3年目に作成する
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A. 研究目的

本研究を貫く哲学は『認知症基本法に基づく新

しい時代に、医療が認知症と共に生きる人々の幸

福の為できることをさらに探求し、実装する』と

いうものである。 

認知症基本法は、認知症と共に生きる人が希望

と尊厳をもって地域で暮らしていける共生社会の

構築を目標に掲げている。きわめて単純化して述

べるならば、認知症と共に生きる人に対して、診

断し、認知症がない人に合わせて設計された社会

での生活が困難になった場合には施設や病院に移

動させる、という古いシステムとの決別である。 

これまでの医学領域の認知症研究は、神経病理

学等による原因の探究、それに基づく創薬、臨床

的にはより早期でより正確な診断、といった領域

で活発に行われてきた。これは我が国によるアミ

ロイドβ抗体医療の開発という世界的な成果を上

げている。 

一方で診断された患者に対して「希望と尊厳を

もって地域で暮らしていける共生社会」を作るこ

とは十分になされていない。認知症の診断後支援

は、多くの熱意ある人（専門家だけでなく、当事

者や、地域の人も含む）が行っている。ただし、

加算などの保険点数による管理もないことから、

客観的な情報を得ることが極めて難しい。そこで

3 年間でまずは現在の我が国の全体像をつかみ、

さらに多くの人が自ら無理なく行うことができる

ようなマニュアルを作成することを目標とした。  

国際アルツハイマー病協会の 2022 年の報告書

には「診断後支援が提供できないのであれば、診

断を奨めない」と冒頭にあり、診断後支援が世界

的にも最先端の課題となった。 

我が国では矢吹らが、2017 年には診断後の空

白の期間が 16 か月以上あることを報告し（平成 

29 年度老健事業、認知症の家族等介護者支援に

関する調査研究事業）、市民向けおよび専門職向

けの冊子を作成した（平成 30 年度老健事業、認

知症の人の家族等介護者への効果的な支援のあり

方に関する研究事業）。これにより認知症疾患医

療センターに運営事業要綱に明確に「診断後等支

援機能」が加えられた。 

しかし現時点で、診断後支援が社会に遍く行わ

れているとは残念ながら言えない。第一に、新型

コロナウイルス感染症の影響のために診断後支援

の普及の現状は不明であることだ。第二に、診断

後支援の必要性は医療現場にも徐々に知られるよ

うになってきたが、どのような診断後支援がある

のか、どのような対象者に、どのような効果があ

るのかについての知見がないことである。第三

に、本人支援と家族支援の統合の必要性である。

これまでは本人に対する支援と家族に対する支援

は、別の文脈で語られ、しばしば対立してきた。

家族と本人の双方が同じベクトルへと向かう診断

後支援を提供するためのノウハウを普及していく

必要がある。 

B. 研究方法

上記の課題を解決するために、３年間で診断後

支援の全国調査（項目①）、診断後支援の効果検証

（項目②）、認知症診療医療機関等向けの手引き作

成（項目③）という研究を行う。 

１年目の令和 7 年度は手引き作成の基礎となる、

①および②を行うために以下の 5 つのプロジェク

トを遂行した。

１） 認知症疾患医療センターにおける診断後

支援の実態に関する研究

日本全国の認知症疾患医療センター（MCDs）

における診断後支援の実施状況を明らかにするこ

とを目的とし、全 MCDs を対象とした質問紙調査

を実施した。 

基本的な支援の実施状況、診断時の対応、地域

連携に関する三つのテーマで調査表を作成した。

令和 5 年 10 月現在において指定されている

MCDs 505 施設に発送し、227 施設（回収率 45%）

から回答を得た。 
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２） 本人ミーティングを通じた認知症当事者

の回復に関する研究 

近年、日本における認知症施策が本人重視へと

転換し、本人ミーティングが注目される一方、そ

の具体的な効果や認知症当事者に与える影響に関

する実証研究は不足している。本研究は、本人ミ

ーティングが認知症当事者へ与える影響を明らか

にすることを目的とした。東京都内の認知症支援

地域拠点で行われた本人ミーティングに継続して

参加した認知症当事者 3 名を分析対象とし、観察

記録、フィールドノート、議事録を分析した。 

 

３） 医療機関における診断後支援の実態調査 

2023 年 12 月に、抗 Aβ抗体「レカネマブ」に

よる治療がわが国でも始まった。現在、わが国で

唯一保険適応のある抗 Aβ抗体であるレカネマブ

は 、 認 知 症 の な か で も ア ル ツ ハ イ マ ー 病

（Alzheimer’s Disease; AD）による軽度認知障害

（Mild Cognitive Impairment; MCI）と軽度 AD、

つまり AD 前段階から早期 AD の患者を対象とす

る。今後登場する抗 Aβ抗体も同様である。この

ことから、抗 Aβ抗体の臨床実装と一般市民への

周知により、これまでより早期に認知症や MCI を

診断される患者が増え、診断から支援につながる

までの期間の延長、very early caregiver 等、新た

な心理社会的支援ニーズが生じると予想される。

したがって認知症治療の新たな展開が期待される

抗 Aβ抗体が、認知症者の QOL に与える影響を

明らかにするための研究を立ち上げる。 

 

４） 認知症サポート医調査 

認知症サポート医は、地域における認知症医療

において、認知症疾患医療センターとかかりつけ

医の中間的存在として、①かかりつけ医や介護職

に対するサポート、②地域包括支援センターを中

心とした多職種連携の促進、③かかりつけ医の認

知症対応力向上を目的とした研修の講師や住民へ

の普及啓発等の役割を担うことが期待されている。

認知症サポート医の養成は 2005 年に開始され、

「2025 年までに 16,000 人の認知症サポート医を

養成する」という数値目標として掲げられている。

現在のところ、認知症サポート医の養成は順調に

進んでいるが、一方で、かねてより認知症サポー

ト医の役割の不明確さが指摘されている。 

そこで今回、「認知症サポート医」の実践におけ

る地域差を明らかにすることを通して、認知症サ

ポート医の活動のあり方を検討することを目的に、

東京都と東北地方の認知症サポート医を対象とし

た質問紙調査を実施した。 

 

５） 認知症診断後の家族支援の現状と課題 

本研究は、認知症患者の家族が診断後に受けて

いる支援の実態と課題を明らかにすることを目的

に、認知症と診断された患者の家族を対象とした

質問紙調査を実施した。全国の認知症疾患医療セ

ンターおよび東北エリアのサポート医を通じて

1050 票を配布し、2025 年 2 月末時点で 132 票の

回答を得た。 

 

倫理面への配慮：本研究は、東京都健康長寿医

療センター研究所の倫理委員会において承認され

た、あるいは「個人情報を取り扱わない病院機能

に関する調査であるため倫理審査対象外」と判断

され、実施可能との判断を得ている。 

 

C. 研究結果 

１） 認知症疾患医療センターにおける診断後

支援の実態に関する研究 

診断後支援のうち、医療・介護に関する支援提

供率は高かった一方で、「就労支援」「経済的支援」

「権利擁護」に関する支援の提供率は低い傾向が

みられた。また、診断時に患者本人への告知や情

緒的支援は行われていたが、予後については家族

には伝えられている一方で、本人への説明は少な

かった。地域連携においては、「認知症カフェ」や

「ピアサポートミーティング」「家族会の開催」な

ど、医療機関が主体的に運営する活動は限られて

いた。 
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さらに、「共生」をミッションとするセンター群

は、他のセンター群と比較して、診断後支援全般

にわたり実施率が有意に高い傾向が認められた。 

 

２） 本人ミーティングを通じた認知症当事者

の回復に関する研究 

分析対象者ごとに抽出したカテゴリを統合し比

較・分類した結果、【認知症の受容と認識の変化】、

【対人交流の積極性の変化】、【認知症と共に生き

る知恵と工夫】、【尊厳】、【状況の変化】、【家族と

の葛藤】の 6 つのテーマを抽出された。この中か

ら、特にミーティングがもたらした変化を表す 2

つのテーマは【認知症の受容と意識の変化】、【対

人交流の積極性の変化】であった。参加を重ねる

につれて、認知症の受容が進み、対人交流が積極

的になるなど前向きな変化が見られた。認知症の

当事者がファシリテーターを担う、心理的安全性

の高い場づくり、勉強会といった要素がこれらの

変化を促進した可能性が示唆され、集団心理療法

における治療的因子やリカバリー概念との関連も

考察された。本人ミーティングは認知症当事者の

心理的成長やリカバリーを促す可能性を持つ一方

で、認知症は進行性の疾患／障害であり、参加者

の認知機能や身体機能の変化によって容易に影響

されてしまう可能性がある。 

 

３） 医療機関における診断後支援の実態調査 

抗 Aβ抗体外来を受診する認知症の患者の

QOL の調査を体系的に行うために、精神科医師、

脳神経内科医師、心理士、精神保健福祉士および

老年学を専門とする研究者の対話を重ね、以下の

4 つのインタフェースで QOL にアプローチする

ことになった。 

【研究①】調査票調査  

対象：抗 Aβ抗体外来で 2 次スクリーニングを

受けた患者 

方法：ベースライン、3 か月、6 か月、12 か月

の時点で調査票調査を実施する。 

【研究②】日記研究 A  

対象：抗 Aβ抗体による治療が開始された患者

とその家族。各 5 人程度を分析対象とする。  

方法：研究協力者には、毎日数行の日記を 12 か

月間つけていただく。  

分析：日記記載事項の主題分析から、１）抗 A

β抗体による治療に期待していたこと、２）満た

された期待、３）満たされない期待を抽出し、質

的分析を行う。これにより、抗 Aβ抗体が認知症

者の QOL に与える影響、および QOL の維持向

上に寄与するために必要な要因を、本人、家族の

両面から明らかにする。 

【研究③】日記研究 B  

対象：2 次スクリーニングで抗 Aβ抗体の適応

外とされた患者のうち、その理由が「AD によら

ない MCI」である者と、その家族。各 5 名程度を

分析対象とする。 

方法：日記研究 A と同様に、研究協力者は毎日

数行の日記を 12 か月間つける。 

分析：日記記載事項の主題分析から、１）早期

診断に期待していたこと、２）診断直後から疾患

受容の過程、３）心理社会的支援ニーズを抽出し、

質的分析を行う。これにより、診断後の疾患受容

過程・認知症の病期による支援ニーズの時間的変

化を、本人と家族の両面から明らかにする。 

【研究④】インタビュー調査  

対象：抗体医薬に関わる医療を担当する医療ス

タッフ（医師、看護師、心理士、相談員）方法：ベ

ースライン、3 か月、6 月、12 か月の時点でイン

タビュー調査を実施  

分析：インタビュー逐語録の主題分析から、１）

患者が抗 Aβ抗体による治療に期待していたこと、

２）満たされた期待、３）満たされない期待を抽

出し、質的分析を行う。これにより、医療者の視

点から見た、抗 Aβ抗体が認知症者の QOL に与

える影響、および QOL の維持向上に寄与するた

めに必要な要因を明らかにする。 

 

４） 認知症サポート医調査 

認知症サポート医の基本属性に大きな地域差は
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なかったが、東北地方では病院勤務者が多い傾向

が見られた。 

診断時の実践として、東北地方の認知症サポー

ト医は本人への病名告知を行う割合が高い一方

で、地域包括支援センターに関する情報提供は少

なかった。 

困難事例への対応に際して、認知症疾患医療セ

ンターや地域包括支援センターとの連携すること

は、東京都の認知症サポート医の方が有意に多か

った。 

ACP の実施状況には有意差はなかった。しか

し「死に関することを話題にすることの心理的抵

抗を表明した回答者が、東北地方の認知症サポー

ト医の方が有意に高かった。

５） 認知症診断後の家族支援の現状と課題

予備解析の結果、違和感を覚えてから確定診断

に至るまで平均 12.2 カ月を要し、診断確定プロ

セスに大きな個人差が認められた。診断直後に家

族が求めた情報は「介護保険申請手続」「介護保

険サービス利用」「認知症への対応」が多く、診

断時点における介護生活に関する情報提供の必要

性が示唆された。また、診断により安心感を得る

一方で、本人の生活や症状進行への不安も高率に

報告された。(Ministry of Health Labour and 

Welfare, 2023) 

今後は、最終回収データを加え、家族支援に関

連する要因を分析し、包括的な診断後支援モデル

の構築を目指す。 

D. 考察

認知症の診断後支援は、必要性は認識されてい

るし、多くの熱意ある人（専門家だけでなく、当

事者や、地域の人も含む）が行っている。ただ

し、加算などの保険点数による管理もないことか

ら、客観的な情報を得ることが極めて難しい。 

この 3 年間でまずは現在の我が国の全体像をつ

かみ、さらに多くの人が自ら無理なく行うことが

できるようなマニュアルを作成することを目標と

して研究を進める。 

１）初年度はまず診断後支援の司令塔ともいえ

る認知症疾患医療センターの全国調査を行った。

この結果診断後支援が濃く行われている領域、あ

るいは薄い領域が明らかになった。今後、どこま

でを医療機関に求めるかといった深掘りを行って

いく予定である。 

２）本人の視点からは、同じ認知症と共に生き

る仲間との出会いや対話が受容と自己解放につな

がることが分かった。本人のみが参加する試みは

世界でも極めてまれである。パーソンセンタード

ケアをうたう欧米からの発信も、実際に論文を読

むと、家族の言説分析にとどまっている。あるい

は分析内容も、どうやって病気と向き合うか、と

いう従来の悪性腫瘍や慢性疾患や神経疾患の患者

の体験の現象学的探究を超えるものではなく、オ

ープンダイアローグ的な本人ミーティングは世界

再選点であろう。今後はこの本人ミーティングを

実装していくことが必要である。 

３）高度先進医療の現場は、アミロイド抗体と

いう新たな薬剤の実装により変化が訪れている。

アルツハイマー型認知症が今後進行がかなり抑制

され、認知症と共に生きる人がさらに増えること

が予想されるが、どのように QOL を測定し、治

療にどのように生かしていくのか、大きな問題で

ある。特に子の抗体医療は我が国が先導したこと

も関連するかもしれないが、我が国が世界で最も

実装されている（EU では認可されていない、米

国ではきわめて高価であり広く使われていな

い）。従って我が国が抗体医療時代の QOL 研究

を先導していくだろう。新たな時代の研究を切り

拓くためにプロトコルが作成され、徐々にエント

リーが始まった段階である。

４）高度先進医療の現場と同様に、実際の認知

症医療の最先端に立つサポート医に関する研究か

らは、医療行為が、地理的条件、文化的条件の影

響を強く受けることが示唆された。このことは全

国一律の制度には限界がある可能性を示してい

る。 
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